米倉山次世代エネルギーシステム研究開発ビレッジ（Nesrad）における

プロジェクトの募集
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１　公募の趣旨・目的

山梨県企業局（以下「企業局」という。）は、米倉山電力貯蔵技術研究サイト（以下「本サイト」という。）を立ち上げ、再生可能エネルギーで生活を営む社会を創造するため、電力貯蔵に関する新技術について、民間企業と共同し、研究・実証を積み重ねてきました。

具体的には、P2Gシステム、ハイブリッド水素電池システム、超電導フライホイール蓄電システム、IoTを活用した太陽光発電の計測システム、電気化学式昇圧機、純水素型燃料電池など、システム開発を主に実施してきたところです。

これらを実装する次世代エネルギーを用いた社会作りは実証段階にあり、今後これらのエネルギーシステムを実装していくためには、様々な分野のステークホルダーが連携した研究開発、技術集積、人材育成、ビジネスモデルの構築など、取り組むべき課題が山積している状況であります。

こうした課題を解決するため、電力＝大規模太陽光発電施設（メガソーラー）、水素＝大規模水電解装置、出荷設備、人＝電気主任技術者、高圧ガス製造保安責任者などが活用できる場所は、全国を見渡しても他にはなく、多様なジャンルの事業者が一堂に会し、情報交換・情報共有・研究開発などを行うことができる研究拠点を活用した取り組みが不可欠であります。

本サイトは、ゆめソーラー館やまなしと太陽光発電所を含む米倉山県有地全体を指しており、その中で研究者の活躍の場やオープンイノベーションといった人に関する機能を集約する「次世代エネルギーシステム研究開発ビレッジ」をNesrad(Yamanashi Prefectural Next Generation Energy System R & D Village)と称し、設置します。
このNesradのプロジェクトエリアへの入居者を募るため、本サイトを用いた実証研究・研究開発プロジェクトの提案を公募します。
２　募集の内容

本サイトを活用した次世代エネルギーシステムの実証研究もしくは研究開発プロジェクトを募集します。通常の企業活動における事務スペースやエネルギーシステムに関連のない事務・実験スペースとしての利用に対しては貸与しないものとします。
３　本サイトの概要
	所在地
	山梨県甲府市下向山町地内（米倉山）

	施設概要
	蓄電システム等連系試験用太陽光発電所

250kW×4系統（パネルタイプ）

太陽電池開放電圧　DC744V 

1ストリング出力　5kW

最適動作点電圧　600V前後
ゆめソーラー館やまなし
ルーフトップ太陽光発電(20kW)と燃料電池などの電力供給設備を用いる館内エネルギーの自給自足を目指したエネルギーマネージメントシステム

ＰＥＭ形水電解大面積セルスタック評価設備（25kW）から供給する水素
ＰＥＭ形水電解大型スタック評価設備（1,500kW）から供給する水素
日産2,000Nm3程度

水素圧力　0.8MPa以下

水素温度　環境温度
電力設備
　　　低圧電灯
　　　低圧動力
　　　高圧電力
　　　特別高圧電力
水素供給設備
　　　場内配管設備
　　　高圧ガス出荷設備
　　　水素キャニスター充填設備
　　　水素ストレージ3,500Nm3（MHタンクシステム）
上水道・下水道
　　　甲府市上下水道局

	関連施設
	データ管理棟

　　　データ収集用設備　１式


４　研究開発・実証研究
先進性が高く前例に捕らわれないエネルギーシステムの研究開発・実証試験プロジェクトを通じて、その技術を確立するとともに、有用性を明らかにすることで、当該技術の普及を図り、カーボンニュートラルへ貢献し、さらには県内経済の活性化を図ることを目指します。
なお、技術的な開発目標は提案者の提案によることとします。

５　Nesradの運営方針

別添資料１にNesradのコンセプト等を示します。

採択されたプロジェクトの参画企業等（以下「参画企業」という。）は、本サイトの利用に関する協定を企業局と締結します。採択プロジェクトは参画企業の秘密の保持に十分に留意した上で山梨県と参画企業の連名で発表し、事業を開始します。
採択した実証研究が独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）等による国のプロジェクトに合致する場合は、参画企業の希望に応じて山梨県と共同で応募することとします。なお、採択した提案について、必ずしもＮＥＤＯ等による国のプロジェクトの募集がなされるものではないことに留意ください。

グリーンイノベーション推進の観点から、本サイトで実施される多様なプロジェクトとの間での技術交流会を開催します。
参画企業には本施設を会社の正式な事業所として登記していただく予定です。
６　スケジュール

募集事務の受付は、土日祝日を除く午前９時から午後５時までとします。
実証研究の期間は、協定締結の日から令和９年３月３１日までとします。次表のスケジュールにより募集事務を行います。なお、採択後の研究の成果及び進捗状況によっては、企業局と採択者が協議の上、期間の短縮又は延長を行う場合があります。
	日　付
	内　容

	募集事務

	令和４年１月１７日（月）
	募集公告

	令和４年１月２４日（月）
	質問受付開始

	令和４年１月３１日（月）
	質問受付終了

	令和４年２月４日（金）
	質問への回答

	令和４年１月２４日（月）
～２月１８日（金）
	入居提案書の受付

	令和４年２月２１日（月）
～２月２５日（金）
	審査

	令和４年３月１日（火）
	採択者の公表

	採択後の予定

	令和４年３月中旬
	企業局と採択者によるプロジェクトの発表

	令和４年上期
	研究開発協定の締結
賃貸借契約の締結

	令和４年９月～１２月ごろ
	入居開始

	令和５年４月～
	入居料徴収の開始

	令和９年３月
	プロジェクト実施状況の確認
契約延長協議


７　費用負担

プロジェクトの実施に要する費用は、プロジェクト毎に実証試験・研究開発を実施する参画企業で調整し決定するものとします。山梨県が主体的に参加・実施する研究開発・実証試験には県も事業者として費用を拠出します。
入居料は、占用する部屋の面積に応じて、企業局から部屋ごとに請求し、参画企業に納付いただきます。
Nesradで消費する電力、水素ガスなどの光熱費は従量にてご負担いただきます。
清掃、受付業務、機械警備等は共益費を占用面積に応じてご負担いただきます。なお、供給エリアとして整備する潤彩エリアは山梨県の占用面積として計算します。
８　応募資格
提案の申請に当たっては、次の全ての条件を満たす必要があります。
（１）技術要件
①　基礎研究が終了し、実証試験が可能なフェーズに移行している、又は移行可能なエネルギーシステムであり、基礎研究段階における試験で優秀な性能が確認され、ＮＥＤＯ等による国のプロジェクトへ応募可能な先進的蓄電技術を有すること。
②　エネルギーシステムであり、電力供給システム、電化の進展を促す電力需要システム、水素燃料・合成燃料などの非化石燃料システム、電力とIoTの統合システム、次世代のエネルギーストレージシステムのいずれかに該当するものとする。
（２）実施体制
①　単独若しくは複数の企業又は大学等の研究機関であり、日本国内に主たる事務所又は研究開発拠点を有していること。

②　開発目標達成に必要な組織、人員等を有していること。

③　実証研究を円滑に遂行するために必要な経営基盤があり、かつ、設備等の充分な管理能力を有していること。
④　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号及び同条第６号の規定による暴力団又は暴力団員が経営する企業若しくは実質的に経営を支配する企業又はこれに準ずるものではないこと。

９　応募方法

本サイトの利用提案書（様式１）を提出してください。
なお、提出された書類等は返却しませんので、その旨ご承知ください。
	提出先
	山梨県企業局電気課
新エネルギーシステム推進室

	提出先の所在地
	〒400-8501　甲府市丸の内一丁目6-1　北別館5F

	様式１
	郵送にて提出


	技術等審査資料
	電子メールにて提出
newene-sys@pref.yamanashi.lg.jp
ＰＤＦ形式に変換して提出してください。
電子メール送信後には電話でご連絡をお願いします。(055-234-5268)


１０　応募件数

　　　応募できる提案は、各提案者２件までとし、複数の提案を行う場合は、それぞれについて、本サイトの利用提案書を作成してください。
１１　現場説明会
　　　今回の募集に係る現場説明会は開催しませんが、本サイトは、米倉山において企業局が運営する次世代エネルギー啓発施設「ゆめソーラー館やまなし」の場内遊歩道及び隣接市道から見学することができます。なお、本サイト内は、研究開発に係る諸工事を行っており危険ですので、立ち入らないでください。
１２　審　査

　　提案書の内容は、企業局による書類審査の後、企業局が委嘱する公正中立な審査員による審査会で、次の審査基準に基づき審査し、優秀な提案を選定します。なお、技術的要件が同等の場合は、山梨県内に事業所を有する、又は県内の企業・研究機関と共同研究を既に実施しているものを優先的に選定します。
【審査基準】
（１）提案内容が公募の趣旨・目的に合致していること。
（２）先進性を有していること。
（３）実証研究を行う体制が整っていること。
（４）実現可能な工程であること。
（５）経営基盤が安定していること。
（６）総合評価
１３　採択者の決定及び公表
審査会の結果を元に、企業局が採択者を決定し、企業局のホームページに採択者の名称及び実証研究の件名を掲載します。なお、審査内容について異議の申立は受け付けません。
１４　協定の締結
　　　申請書に虚偽の記載が認められるとき又は審査員その他今回の募集に係る関係者に対し工作等不当な活動を行ったと認められるときは、協定を締結しない場合があります。

１５　秘密の保持

　　　提案書は、採択者の選定のためにのみ用い、企業局で厳重に管理します。ご提供いただいた情報は、提案書の審査に利用しますが、その目的以外で利用することはありません。（法令等により提供を求められた場合を除きます。）
１６　研究成果（産業財産権等）の帰属

採択者が研究開発のため購入又は製造した資産については、その所有権は参画企業に帰属しますが、ＮＥＤＯ等の費用で設置した場合は、当該機関の定めに従うこととします。

プロジェクトから生じる知財及び研究成果は、参画企業に帰属しますが、本サイトに係る産業財産権等の出願、申請等の手続を行った場合は、企業局に報告するものとし、本サイトにおける研究成果として明示していただきます。
山梨県の発案により生じた知財に関しては、共同出願をお願いする場合があります。
１７　実証研究の結果の公表

　　　実証研究の結果は、今後の蓄電技術の利用推進に資するため、３年に一度程度の成果報告会を実施する予定です。
１８　入居権利の譲渡
　　　協定締結後に事業の譲渡等により、参画企業が変更となる場合は、入居権利が継承されるべきか、協議により決定するものとします。
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